
会計年度任用職員の人事評価に関する要綱 

 

平成２８年４月１日施行 

改正  平成３１年４月１日 

令和２年３月３１日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第２３条から第２３条の３までの規定に基づき実施する会計年度任用職員の人事評

価について必要な事項を定めるものとする。 

（評価の活用） 

第２条 人事評価に当たっては、任用時の勤務状況を把握するのに必要な事項を定め、新た

な任用又は任用の更新の適否についての基礎及び適材適所の配置に活用する。 

（被評価者の範囲） 

第３条 人事評価は、法第２２条の２の規定に基づき任用された会計年度任用職員（専門職）

（以下「専門職」という。）及び会計年度任用職員（アシスタント職）（以下「アシスタン

ト職」という。）について実施する。 

（評価者） 

第４条 人事評価を実施する者（以下これらを「評価者」という。）は、八王子市職員の

人事評価に関する規程（平成２９年八王子市訓令第２号）に定める課長職とする。 

２ 前項の規定により難いと認める場合においては、市長は、評価者を別に定めるもの

とする。 

（評価者の責務） 

第５条 評価者は、評価期間における専門職及びアシスタント職（以下これらを「被評価者」

という。）の能力及び業績について、別に定める様式に記録し、総務部長（教育委員会は

学校教育部長）へ提出するものとする。 

２ 評価に当たっては、職務遂行上発揮した事実に基づき、公正かつ客観的な評価を行うも

のとする。 

（評価期間） 

第６条 評価期間は、被評価者の任用開始時点から任用終了時点までとする。 

（面談） 

第７条 職員課が任用した身体に障害のある専門職のうち人事評価の総合評価が「Ｃ」又は

「Ｄ」の専門職については、評価者の面談のほか、別途職員課が面接を行い、更新等の適

否、任用職種の変更を決定する。なお、このほかの専門職については、任用所管の判断に

より、更新等の適否を決定する。 

  また、職員課が任用したアシスタント職のうち人事評価が「不良」のアシスタント職に

ついては、評価者の面談のほか、別途職員課（教育委員会は教職員課）が面談を行い、更



新等の適否を決定する。なお、このほかのアシスタント職については、任用所管の判断に

より、更新等の適否を決定する。 

（評価記録の開示等） 

第８条 評価記録の開示及び開示された評価記録への苦情については、市職員の例による。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、評価の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行日） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 


